
１　相談窓口等

支援メニュー名 概要 備考

中小企業・小規模事業者向け経営相
談窓口

中小企業・小規模事業者の方々が各種相談をできるよう，地方経済産業
局等の政府機関，中小企業支援機関，政府系金融機関等に経営相談窓
口を設置

無料（日本政策金融公庫，商工組合中央金庫，栃木県信用保証協会，宇
都宮商工会議所，うつのみや市商工会，栃木県中小企業団体中央会，全
国商店街振興組合連合会，栃木県よろず支援拠点，中小企業基盤整備
機構関東本部，関東経済産業局）

現地進出企業・現地情報及び相談窓
口

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】

ジェトロ現地事務所等で収集した操業再開に向けた中国の省市別支援策
の提供や新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた相談窓口を設置

無料

融資等特別相談窓口
【栃木県　経営支援課】

県内中小企業者の資金繰りなどの相談に対応するため，相談窓口を設
置

無料

経営等特別相談
【栃木県産業振興センター】

事業活動に影響を受ける又はその恐れがある中小企業者を対象とした相
談窓口を設置

無料

２　事業継続等への支援制度

支援メニュー名 目的等 補助率等

マスク生産設備導入補助事業
【経済産業省　商務・サービスグルー

プ他】

感染症対策として必要なマスク不足を解消するため，国から増産要請を
受けてマスク生産設備を導入する事業者を支援

【対象経費】
マスク生産に関わる事業者が，国からの増産要請等に応じてマスク生産
設備を導入しようとする場合の設備導入に係る費用の一部

○補助率
　・中小企業等：　　　　　　　 ３／４
　・上記以外（中堅企業等）：２／３
○上限額：原則３，０００万円／製造ライン

中小企業生産性革命推進事業
【中小企業庁　技術・経営革新課他】

サプライチェーンの毀損や今後の事業継続性確保等に対応するための
設備投資や販路開拓，IT導入による効率化などに取り組む事業者を優先
的に支援

【対象経費】
①ものづくり補助金：中小企業・小規模事業者が実施する設備投資にか
かる費用の一部を補助
②持続化補助金：小規模事業者が取り組む販路開拓や生産性向上の取
組を支援
③IT導入補助金：バックオフィス業務の効率化等の負荷価値向上に繋が
るITツール導入を支援

①ものづくり補助金
　○補助率
　　・中小：   １／２
　　・小規模：２／３
　○補助額：１００万～１，０００円
②持続化補助金
　○補助率　２／３
　○補助額：～５０万円
③IT導入補助金
　○補助率：１／２
　○補助額：３０万～４５０万円

雇用調整助成金
【栃木県労働局　職業対策課分室

（助成金事務センター）】

経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が，労働者
に対して一時的に休業，教育訓練又は出向を行い，労働者の雇用の維持
を図った場合の支援

【対象経費】
休業手当，賃金等の一部

○補助率
　・中小企業：２／３
　・大企業：　 １／２
○上限額：対象労働者１人１日当たり８，３３０円

小学校等の臨時休業に伴う保護者
の休暇取得支援（新たな助成金制度

の創設）
【厚生労働省　雇用環境・均等局職

業生活両立課】

新型コロナウイルスの感染拡大防止策として，小学校等が臨時休業した
場合等に，その小学校等に通う子の保護者である労働者の休職に伴う所
得の減少に対応するため，正規・非正規を問わず，労働基準法上の年次
有給休暇とは別途，有給の休暇を取得させた企業に対する助成金

【対象経費】
休暇中に支払った賃金相当額

○支給額：休暇中に支払った賃金相当額　×　１０/１０（日額上限８，３３０
円）
○適用日：令和２年２月２７日～３月３１日の間に取得した休暇

３　融資関連

　⑴　融資制度

支援メニュー名 対象要件等 貸付概要

新型コロナウイルス感染症特別貸付
【日本政策金融公庫】

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けて一時的な業況悪化を来し，
次のいずれかの要件に該当する方であって，中長期的に業況が回復し発
展が見込まれる方
(１)最近１ヵ月の売上高が，前年または前々年の同期と比較して，５％以
上減少
(２)業歴が３ヵ月以上１年１ヵ月未満の場合は，最近１ヵ月の売上高が，次
のいずれかと比較して５％以上減少
　①過去３ヵ月（最近１ヵ月を含む。）の平均売上高
　②令和元年12月の売上高
　③令和元年10月～12月の平均売上高

○資金使途：運転資金，設備資金
○融資期間：設備資金２０年以内（うち据置期間５年以内）
　　　　　　　　 運転資金１５年以内（うち据置期間５年以内）
○融資限度額：中小事業　３億円　国民事業　６，０００万円
○金利：当初３年間：基準利率（災害）から０．９％引き下げ
　 ※４年目以降・利下げ限度額超過分：基準利率
　 （利下げ限度額：中小事業　１億円　国民事業　３，０００万円）
　 基準利率（災害）：中小企業事業１．１１％，国民事業１．３６％（３月２日
現在，返済期間により異なる場合あり）

セーフティネット貸付
（経営環境変化対応資金）

【日本政策金融公庫】

　新型コロナウィルス感染症の影響を受け，一時的な業況悪化により資金
繰りに著しい支障を来している方または来すおそれのある方であって，中
長期的に業況が回復し発展が見込まれる方

○資金使途：運転資金，設備資金
○融資期間：設備資金１５年以内（うち据置期間３年以内）
　　　　　　　　 運転資金８年以内（うち据置期間３年以内）
○融資限度額：中小事業　７．２億円，国民事業　4,800万円
○金利：基準利率（３月２日現在中小事業　１．１１％，国民事業２．１
６％，返済期間，担保の有無等により異なる場合あり）

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小企業への主な支援制度　（３／２５現在）　
※ 支援内容は変更される場合があります。詳細は各ホームページ等でご確認ください。
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マル経融資（小規模事業者経営改善
資金）および生活衛生改善貸付の拡

充
【日本政策金融公庫（国民生活事

業）】

【拡充部分】
通常のマル経融資（小規模事業者経営改善資金），生活衛生改善貸付の
対象者に加え，新型コロナウイルス感染症の影響により直近１カ月の売
上が前年または前々年の同期と比較して５％以上減少している方

○資金使途：運転資金，設備資金
○融資期間：設備資金10年以内（うち据置期間４年以内）
　　　　　　　　 運転資金７年以内（うち据置期間３年以内）
○融資限度額：別枠1,000万円
○金利：当初３年間：特別利率Ｆ－0.9％
　　　　　 ３年経過後：特別利率Ｆ
　（特別利率Ｆ：1.21％，３月２日現在）

新型コロナウイルス感染症特別貸付
【商工中金】

新型コロナウイルス感染症の影響により直近1か月の売上高が，前年又
は前々年の同期比5％以上減少している方

○資金使途：運転資金，設備資金
○融資期間：設備資金２０年以内（うち据置期間５年以内）
　　　　　　　　 運転資金１５年以内（うち据置期間５年以内）
○融資限度額：元高（貸出額累計）２０億円以内，残高３億円以内
○金利：所定の利率（下限は，公庫の基準金利1.11％，３月１９日現在）

新型コロナウイルス感染症緊急対策
資金

【栃木県　経営支援課】

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて，最近１か月の売上高等が前
年同月に比較して３％以上減少しており，かつ，その後の２か月を含む３
か月間の売上高等が３％以上減少する見込みである方

○資金使途：運転資金，設備資金
○融資期間：１年超１０年以内（据置期間２年以内）
○融資限度額：設備資金・運転資金合わせて８，０００万円
○金利：１．２％以内（保証付き，責任共有制度対象外）
　　　　　１．４％以内（保証付き，責任共有制度対象）

緊急景気対策特別資金
【宇都宮市　商工振興課】

新型コロナウイルス感染症の影響を含めて，最近３か月間又は６か月間
の売上高等が，前々年又は前年同期の売上高等に比較して３％以上減
少した中小企業

○資金使途：運転資金
○融資期間：７年以内（据置期間１年以内）
○融資限度額：３，０００万円
○金利：５年以内　１．４％（保証付き，責任共有制度対象）
　　　　　７年以内　１．５％（　　　　　　　　　〃　　　　　　 　　）

新型コロナ感染症対策特別資金
【宇都宮市　商工振興課】

新型コロナウイルス感染症の影響を含めて，最近１か月間の売上高等
が，前々年又は前年同期の売上高等に比較して▲３％以上減少した中小
企業

○資金使途：運転資金
○融資期間：７年以内（据置期間１年以内）
○融資限度額：３，０００万円
○金利：５年以内　０．５％（保証付き，責任共有制度対象）
　　　　　７年以内　０．６％（　　　　　　　　　〃　　　　　　 　　）

　⑵　融資に係る保証制度

支援メニュー名 対象要件等 保証概要

セーフティネット保証４号
【栃木県信用保証協会】

【対象】
新型コロナウイルス感染症による影響を受け，市長からセーフティネット
保証４号に係る認定書の発行を受けた中小企業者（売上高が前年同期
比▲20％以上減少の場合）

○保証期間：１０年以内（運転資金），２０年以内（設備資金）
○限度額：２億８，０００万円
○保証料率：０．８０％

セーフティネット保証５号
【栃木県信用保証協会】

【対象】
全国的に業況の悪化している業種に属する中小企業者で，市長からセー
フティネット保証５号に係る認定書の発行を受けた中小企業者（売上高が
前年同期比▲5％以上減少等の場合）

○保証期間：１０年以内（運転資金），２０年以内（設備資金）
○限度額：２億８，０００万円
○保証料率：０．７０％

危機関連保証
【栃木県信用保証協会】

【対象】
新型コロナウイルス感染症による影響を受け，市長から危機関連保証に
係る認定書の発行を受けた中小企業者（売上高が前年同期比▲15％以
上減少の場合）

○保証期間：１０年以内
○限度額：一般保証等とは別枠で２億８，０００万円
○保証料率：０．８０％

緊急災害短期保証制度
【栃木県信用保証協会】

【対象】
新型コロナウイルスの影響を受け，事業継続に支障をきたしている中小
企業者

○保証期間：１年以内（借換資金を除いた運転資金）
○限度額：最大１，０００万円
○保証料率：
　・責任共有制度対象：　 ０．３６～１．５２％
　・責任共有制度対象外：０．４０～１．７６％

　⑶　融資保証料助成制度

支援メニュー名 対象要件等 補助率等

新型コロナウイルス感染症緊急対策
資金保証料補給事業

【栃木県　経営支援課】

栃木県の「新型コロナウイルス感染症緊急対策資金」を利用した中小企
業

○補給割合
　・セーフティネット保証４号及び５号：０．２％を県が負担
　・一般保証：一般保証料率の３０％を県が負担

市制度融資信用保証料補助金
【宇都宮市　商工振興課】

宇都宮市の「緊急景気対策特別資金」を利用した中小企業
○融資金額１，０００万円以内の信用保証料全額（年度内１回限り）
※　市制度融資のみ対象

４　その他
支援メニュー名 概要 備考

輸出入手続きの緩和
【経済産業省　貿易管理部】

輸出入の遅延等に対応するための特例措置を含め，手続きを緩和

各配慮要請
【中小企業庁　他】

政府系金融機関に対して，事業者の資金繰りに重大な支障が生じること
がないよう，また，業界団体等に対して，不当な取引条件の押し付け等を
行うことがないよう，要請を実施
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